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野田市未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金支給事

業事務の概要並びに個人情報の本人以外からの収集及び目的外利用

について

第１ 趣旨

国の定める未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金支給要領に

基づき、子供の貧困に対応するため、未婚のひとり親に対して、臨時・特別の

給付措置として実施する野田市未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別

給付を支給するもの。

第２ 実施主体等

野田市が実施主体となり、国が実施に係る経費（事業費及び事務費）を全額

補助するもの。

第３ 支給対象者

１ 令和元年１１月分の児童扶養手当の支給に係る監護等児童の父又は母の

うち、基準日（令和元年１０月３１日）において婚姻をしたことがない者

で、基準日において婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者がないもの又は基準日において当該父若しくは母と当該事情に

あった者の生死が明らかでないもの。

２ １に規定する者が死亡した場合は、基準日において当該者の監護等児童

であった者。

第４ 給付金の額

支給対象者１人につき１７，５００円

第５ 申請受付期間

令和元年８月１日から令和２年１月３１日まで

第６ 支給日

原則として、児童扶養手当１月定時払いの支払日（令和元年１月１０日）と

同日に支給を行う。



2

第７ 支給までの流れ

１ 対象者データの作成

児童扶養手当事務において収集・記録されている個人情報のうち、住所、

氏名及び世帯類型から、対象者データを作成する。

※ 対象者データの作成のために野田市未婚の児童扶養手当受給者に対す

る臨時・特別給付金支給事業担当課（児童家庭課）が本人以外のものか

ら収集する個人情報の種類及び個人情報を保有する機関は、第８に示す

とおりである。

２ 対象者への案内書及び申請書の送付及び案内

毎年７月下旬に送付する児童扶養手当の現況届に併せて、対象者に未婚

の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金申請書を送付する。また、

児童扶養手当現況届提出時等に案内を行う。また、未申請者に対して案内

を行う。

３ 申請受付

給付金の支給を希望する場合は、申請書を提出する。市は、申請書の提

出を受け、記載事項等の確認を行う。

４ 取下げ受付

申請以後、基準日（１０月３１日）までの間に資格喪失又は転出した申

請者から取下げ受付を行う。

５ 審査、支給決定

申請書の内容を確認し、基準日における受給資格について審査し、支給

の可否を決定し、支給決定を受けた者に対して、給付金を支給する。
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第８ 本人以外のものから収集する個人情報の種類等

項目 必要とする個人情報 個人情報を保有

する機関

備考

１ 児童扶養手当 住所、氏名及び世帯類型 市長（児童

家庭課）

「児童扶養手当事務」にお

いて収集されている個人情

報の目的外利用（※１）

※１ 「児童扶養手当事務」において収集されている個人情報の目的外利用

については、法令等の根拠なく、本人同意を得る前に実施するため、公

益上特に必要があると認め、野田市情報公開・個人情報保護審査会の意

見を聴き、実施する。

第９ 「児童扶養手当事務」において収集されている個人情報を公益上特に

必要があると認め、本人以外から収集（野田市個人情報保護条例第７条第

３項第７号に掲げる事由）し、目的外に利用（条例第９条第１項第５号に

掲げる事由）することについて

１ 目的外に利用する個人情報の種類

「児童扶養手当事務」において収集・記録している住所、氏名及び世

帯類型

・利用件数 130件（平成31年4月30日時点）

２ 本人同意を得ずに目的外に利用することについて公益上特に必要があ

ると考える理由

当該給付金は、国の定める未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特

別給付金支給要領に基づき、子供の貧困に対応するため、未婚のひとり親

に対して、臨時・特別の給付措置として実施するものである。

当該給付金の趣旨を達成するために、児童扶養手当事務において収集・

記録されている個人情報のうち住所、氏名及び世帯類型を目的外利用し、

対象者に申請書を送付して適切に給付金を支給することは、未婚のひとり

親家庭の福祉の増進、子供の貧困に対応することにつながり、公益上特に

必要があると考えるもの。

また、申請書の送付に当たっては誤配のないよう郵便局に要請すること

により、目的外利用した個人情報が漏えいしないよう配慮する。
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個人情報取扱事務登録簿

区 分 □共通 ■個別

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 保健福祉部 障がい者支援課

関係課等の名称

届 出 年 月 日 R1.6.13 開 始 年 月 日 R1.8.1 最終変更年月日

事 務 の 名 称 日常生活用具保管に関する事務

事 務 の 目 的
障がい者等用の日常生活用具を使用する方の希望により、災害時や緊急時に応急的に
使用するための日常生活用具を市が保管する。

事 務 の 概 要

申請者は日常生活用具を持参し、申請書によりその保管を依頼する。市は台帳に氏名、
住所、連絡先及び申請日を記入し、預かった日常生活用具を保管する。
また、保管継続の意思確認のため、１年ごとに更新に係る申請を行う。当該申請が無
い場合や保管期限を過ぎた日常生活用具については、市で処分する。
申請者は、預けた日常生活用具を受け取るときは申出をする。

対 象 者 申請者

収

集

項

目

要配慮個人
情報

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係

収集する理由【第7条第2項】

□1号(法令等)⇒法令等の名称：

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認： 年 月 日

上記以外の
項目

■氏名 ■住所 □年齢・生年月日 □性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 □資産 □税情報

□公的扶助 ■保管する日常生活用具の情報 ■勤務先の住所・名称（市外在住者のみ）

■避難場所に関する情報

収 集 先

■本人 □実施機関内部（ ）

□他の実施機関（ ）□他の官公庁（ ）

□民間・私人 （ ）□その他 （ ）

本人以外から収集している理由【第7条第3項】

□1号(法令等)⇒法令等の名称：

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から)

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認： 年 月 日

経常的な目的外
利用・提供先

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：

主な利用項目（ ）

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：

主な提供項目（ ）

□他の実施機関（ ）□他の官公庁（ ）

□その他（ ）

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認： 年 月 日

外 部 委 託 等
□外部委託（□クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有

□指定管理者による管理⇒審査会承認 年 月 日

電子計算機結合

□有【第12条第1項】

□1号(法令等)⇒法令等の名称：

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認 年 月 日

個 人 情 報 の
保 存 期 間

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（ ）
















































